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実地指導における主な指導事項

（地域移行支援・地域定着支援）



実地指導における主な指導事項（地域移行支援・地域定着支援）

（運営に関する基準）

地域移行支援計画の作成等

地域移行支援については、指定基準第１９条～第２４条に基づきサービス提供
を行ってください。指定基準第２０条又は地域相談支援報酬告示に定める基準を
満たさないで指定地域移行支援を行った場合は、地域移行支援サービス費は算定
できません。

⚫ 地域移行支援計画が作成されていない。

⚫ 利用者への対面による支援を１月に２日以上行っていない。

地域における生活に移行するための活動に関する支援



実地指導における主な指導事項（地域移行支援・地域定着支援）

（運営に関する基準）

地域定着支援台帳の作成等

地域定着支援については、指定基準第４１条～第４４条に基づきサービス提供
を行ってください。指定基準第４２条第３項及び第４３条第２項に定める基準を
満たさないで地域定着支援を行った場合は、地域定着支援サービス費は算定でき
ません。

⚫ 地域定着支援台帳の作成に係るアセスメントに当たって、利用者と面接していない。

⚫ 適宜利用者の居宅へ訪問等を行い、利用者の状況を把握していない。

常時の連絡体制の確保等



実地指導における主な指導事項（地域移行支援・地域定着支援）

（運営に関する基準）

記録の整備

⚫ サービス提供の記録を整備していない。

指定基準第３８条に定められた諸記録については、適切に整備し保存してください。

①提供した指定地域移行支援に係る必要な事項の提供の記録
②地域移行支援計画
③市町村への通知に係る記録
④苦情の内容等の記録
⑤事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録



実地指導における主な指導事項
（計画相談支援）



実地指導における主な指導事項（計画相談支援）

（運営に関する基準）

指定計画相談支援の具体的取扱方針

計画相談支援については、指定基準第15条に基づきサービス提供を行ってください。
指定基準第15条第２項第６号（同条第３項第３号において準用する場合を含む。）、第
９号第10号若しくは第11号から第13号まで（同条第３項第３号において準用する場合を
含む）又は同条第３項第２号に定める基準を満たさないで指定計画相談支援を行った場
合は、サービス利用支援費又は継続サービス利用支援費は算定できません。

⚫ サービス等利用計画の作成に当たってのアセスメントに係る利用者の居宅等へ
の訪問による利用者及びその家族への面接等を行っていない。

⚫ サービス等利用計画案の利用者等への説明及び文書による同意を得ていない。
⚫ サービス等利用計画案及びサービス等利用計画を利用者へ交付していない。
⚫ サービス担当者会議の開催等による担当者への説明や専門的な意見の聴取を
行っていない。



実地指導における主な指導事項（計画相談支援）

（運営に関する基準）

記録の整備

指定基準第３０条に定められた諸記録については、適切に整備し保存してください。

① 福祉サービス等の事業を行う者等との連絡調整に関する記録
② 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を記載した相談支援台帳
・サービス等利用計画案及びサービス等利用計画
・アセスメントの記録
・サービス担当者会議等の記録 ※会議録については、発言者の記録を行うこと。
・モニタリングの結果の記録

③ 市町村への通知に係る記録
④ 苦情の内容等の記録
⑤ 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

⚫ 実施したアセスメント、サービス担当者会議、モニタリング等の記録がない。



実地指導における主な指導事項（計画相談支援）

その他（苦情等）

• 利用を開始する前の契約書等の取り交わし及びサービス利用に関する説明が十分に
なされていない。
⇒利用者との信頼関係の構築を十分に図ってください。

• 相談支援事業所へ連絡をしてもなかなか繋がらないし、折り返しの電話もない。
⇒当課に寄せられる苦情で最も多い内容です。

• サービス事業所との情報共有ができていない。
⇒複数のサービス事業所を利用していることを伝えていないなど。

• 計画案の同意や区役所への提出の遅延
⇒利用者の受給資格の更新が遅れる。※利用者に不利益が生じる怖れがある。



令和３年度報酬改定等





令和３年度報酬改定等

（報酬の算定に関する事項）

令和３年度制度改正に伴う見直し (抜粋) 

１．基本報酬及び特定事業所加算の見直し
特定事業所加算(Ⅰ)～(Ⅳ)が廃止となり、特定事業所加算(Ⅱ)～(Ⅳ)に相当

する段階別の基本報酬（機能強化型サービス利用支援費(Ⅰ)～(Ⅲ)）が創設さ
れました。また、特定事業所加算(Ⅳ)の「常勤専従の相談支援専門員を２名
以上配置する」という要件を緩和し、「２名のうち１名以上が常勤専従であ
ること」を要件とする機能強化型サービス利用支援費(Ⅳ)が創設されました。
※機能強化型継続サービス利用支援費も同様

なお、特定事業所加算(Ⅰ)において評価していた主任相談支援専門員の配置
は、「主任相談支援専門員配置加算」で算定します。



令和３年度報酬改定等

（報酬の算定に関する事項）

令和３年度制度改正に伴う見直し (抜粋) 

２．集中支援加算【新設】
計画決定月及びモニタリング対象月以外の月に、次のいずれかの要件を満

たす支援を行った場合に算定することができます。
① 障がい福祉サービスの利用に関して、利用者等の求めに応じ、利用者の居

宅等を訪問し、利用者及び家族との面接を月に２回以上実施した場合。
② 利用者本人及び障がい福祉サービス事業者等が参加するサービス担当者会

議を開催した場合。
③ 障がい福祉サービスの利用に関連して、病院、企業又は地方自治体等から

の求めに応じ、当該機関の主催する会議へ参加した場合。



新 旧

特定事業所加算（Ⅰ）

機能強化型サービス利用支援費（Ⅰ） 特定事業所加算（Ⅱ）

機能強化型サービス利用支援費（Ⅱ） 特定事業所加算（Ⅲ）

機能強化型サービス利用支援費（Ⅲ） 特定事業所加算（Ⅳ）

機能強化型サービス利用支援費（Ⅳ） （新設）

変更

令和３年度報酬改定等

（報酬の算定に関する事項）



令和３年度報酬改定等

（報酬の算定に関する事項）
機能強化型基本報酬算定要件 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

常勤・専従の相談支援専門員を４名以上配置し、そのうち１名が現任研修修了者で
あること。

● ー ー ー

常勤・専従の相談支援専門員を３名以上配置し、そのうち１名が現任研修修了者で
あること。

ー ● ー ー

常勤・専従の相談支援専門員を２名以上配置し、そのうち１名が現任研修修了者で
あること。

ー ー ● ー

相談支援専門員を２名以上配置し、そのうち１名が常勤・専従かつ現任研修修了者
であること。 ←要件が緩和されました。

ー ー ー ●

２４時間連絡体制を確保していること。 ● ● ー ー

利用者に関する情報等の伝達を目的とした会議を定期的に開催すること。 ● ● ● ●

新規採用した相談支援専門員に対し、現任研修修了者の同行による研修を実施して
いること。

● ● ● ●

基幹相談支援センター等から支援が困難な事例を受け入れていること。 ● ● ● ●

基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等に参加していること。 ● ● ● ●

計画相談支援と障害児相談支援の一月あたりの取扱件数が４０件未満であること。 ● ● ● ●



令和３年度報酬改定等

計画相談支援費 改正前 改正後

サービス利用支援費

機能強化型サービス利用支援費（Ⅰ） １８６４単位 ー

機能強化型サービス利用支援費（Ⅱ） １７６４単位 ー

機能強化型サービス利用支援費（Ⅲ） １６７２単位 ー

機能強化型サービス利用支援費（Ⅳ） １６２２単位 ー

サービス利用支援費（Ⅰ） １５２２単位 １４６２単位

サービス利用支援費（Ⅱ） ７３２単位 ７３１単位

継続サービス利用支援費

機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅰ） １６１３単位 ー

機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅱ） １５１３単位 ー

機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅲ） １４１０単位 ー

機能強化型継続サービス利用支援費（Ⅳ） １３６０単位 ー

継続サービス利用支援費（Ⅰ） １２６０単位 １２１１単位

継続サービス利用支援費（Ⅱ） ６０６単位 ６０５単位



令和３年度報酬改定等

（報酬の算定に関する事項）

加算名 内 容 単位数

集中支援加算 ●
基本報酬算定月以外に、
①月２回以上の訪問による面接
②サービス担当者会議の開催
③他機関が主催する利用者の支援に係る会議に参加

各300単位

居宅介護支援事業所等連携加
算【計画相談支援】

○

利用者の介護保険への移行、進学、企業への就職等により
障害福祉サービス・障害児通所支援の利用終了に伴って、
計画相談支援・障害児相談支援の利用を終了する前後に、
つなぎの支援を行った場合。
①文書による情報提供
②月2回以上の訪問による面接
③つなぎ機関が主催する利用者の支援に係る会議への参加
（サービス終了前２回、サービス終了後6月以内を限度）

①100単位/月
②③
各300単位/月

保育・教育等移行支援体制加
算【障害児相談支援】

●・・・基本報酬を算定しない月のみ単独で算定可能

○・・・基本報酬を算定しない月においても単独での算定可能



請求事務について



請求事務について

（報酬の算定に関する事項）

請求誤りが多い例

• モニタリング月に設定されていない月の請求がある。
⇒受給者証の確認不足

• 初回加算の算定誤り
⇒初回加算の算定前6月間にサービスの利用実績がある。

• サービス期間最終月の請求において、サービスを更新しているにも関わらず、
モニタリング費の請求を行っている。
⇒サービスの更新＝新たなプランを作成した認識がない。

• 受給者証番号の誤り
• 相談支援事業所の変更をしたにも関わらず、区役所に届出ないまま請求して
いる。 など



請求事務について

（報酬の算定に関する事項）

その他

加算の届出及び請求については、法人の責務です。
加算の届出や請求については、必ず、報酬告示や留意
事項通知等をご確認の上行ってください。



相談支援部会について



相談支援部会について

熊本市では、毎月、相談支援部会を開催しております。
相談支援事業関係者が集まり、ケース検討や相談支援専門員のスキルアップに
役立つ情報共有を行っております。

これまで参加されていない方もご参加いただき、事業所間の連携や日頃の疑問
の解決の場としていただければと思います。

※開催については、事業所のメールアドレスに案内文を送付しております。
なお、新型コロナ感染拡大防止のため、現在はZOOMにより開催しております。

オンラインで開催しておりますので、多くの方の参加をお願いします！



相談支援編は以上となります。


